
青森県障害福祉サービス実施計画
（第５期計画）の素案について（概要）

【第１期青森県障害児福祉計画を含む】
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青森県障害福祉課

資料１

平成２９年１２月



本協議会で説明すること

１ 障害福祉計画の概要

２ 青森県の障害福祉の現状

３ 第５期計画の成果目標と推進方策

４ 計画を推進する上での活動指標

５ 地域生活支援事業等
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１ 障害福祉計画の概要

Ⅱ 青森県障害福祉サービス実施計画※

Ⅰ 青森県障害者計画

第３次
(H25～H34)

第２次
(H15～H24)

障害者基本法第１１条第２項
【障害者のための施策に関する基本的な計画】

障害者総合支援法第８９条第１項
【国の基本指針に即し、障害福祉サービス、相談支援、地域生活支援事業を提供するための体制の確保に係る計画】

※ 法律では「障害福祉計画」と表していますが、 青森県では「障害者計画」と
混同しないよう 「障害福祉サービス実施計画」としています。

H24 H27H21
H25

H30

（１）障害福祉行政における主な計画

第４期
(H27～H29)

第５期
(H30～H32)

第２期
(H21～H23)

第６期
(H33～H35)

第３期
(H24～H26)

〇障害福祉計画

第１期
(H30～H32)

〇障害児福祉計画

第2期
(H33～H35)

児童福祉法第３３条２２第１項
【国の基本指針に即し、障害児通所支援、障害児入所支援及び障害児相談支援を提供するための体制の確保に係る計画】

3「障害福祉計画」と「障害児福祉計画」を一体のものとして作成



１ 障害福祉計画の概要
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基本理念

【だれもが、どこでも、自立し、安心
して暮らせる共生社会をめざして】

青森県障害者計画（H25-H34）（H25.3策定）

（２）障害福祉計画と障害福祉サービス実施計画の関係

８ スポーツ・文化・芸術活動への参加
促進

６ 雇用・就業の促進

７ 情報バリアフリー化の推進

５ 教育の充実

４ 保険・医療の充実３ 生活環境の充実

青森県障害福祉
サービス実施計画

（位置づけ）

障害者計画の「生活支援の充実」
に掲げられている、

障害福祉サービス及び地域生活
支援事業等の実施計画

２ 生活支援の充実１ 障害・障害者への理解促進と共生

安心

共生

自立



１ 障害福祉計画の概要

（３）第５期障害福祉計画等に係る国の基本指針（H29.3.31）の概要
（１）主なポイント

（２）成果目標に関する事項（計画期間が終了するＨ３２年度末の目標）

➀福祉施設の入所者の地域生活への
移行【継続】

地域移行者数をH28年度末施設入所者の9%以上

施設入所者数をH28年度末の2%以上削減

➁精神障害にも対応した地域包括ケア
システムの構築 【項目の見直し】

保健・医療・福祉関係者による協議の場（各圏域、各市町村）の設置

精神病床の１年以上の長期入院患者数を国の定める数式により算出

入院後３ヵ月時点の退院率を69%以上

入院後６ヵ月時点の退院率を84%以上

入院後１年時点の退院率を90%以上

③地域生活支援拠点等の整備【継続】 各市町村又は各圏域に少なくとも一つ整備

④福祉施設から一般就労への移行等
【項目の拡充】

一般就労への移行者数をH28年度の1.5倍以上

就労移行支援事業利用者数をH28年度の2割以上増加

就労移行支援事業所の就労移行率３割以上の事業所が全体の５割以上

就労定着支援事業による支援を開始した時点から１年後の職場定着率を80%以上

⑤障害児支援の提供体制の整備等
【新規】

児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１カ所以上設置

保育所等訪問支援を利用できる体制を各市町村で構築

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービスを各市町村に少なくとも１カ所以上確保

医療的ケア児支援の協議の場（各都道府県、各圏域、各市町村）の設置 ※H30年度末まで

〇地域における生活の維持及び継続の推進 〇障害児のサービス提供体制の計画的な構築
〇精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 〇地域共生社会の実現に向けた取組
〇就労定着に向けた支援 〇発達障害者支援の一層の充実
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２ 青森県の障害福祉の現状

6

（１）障害者の数（障害者手帳交付数）

（県障害福祉課）



２ 青森県の障害福祉の現状
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（１）障害者の数（手帳交付数）

① 身体障害者

（県障害福祉課）



２ 青森県の障害福祉の現状
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（１）障害者の数（手帳交付数）

② 知的障害者

（県障害福祉課）



２ 青森県の障害福祉の現状
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（１）障害者の数（手帳交付数）

③ 精神障害者

（県障害福祉課）

精神科病院の入院患者数

57.3%

④ 重症心身障害児（者）の状況
重症心身障害児（者）数

１８歳以上 ３７３人

１８歳未満 １０８人

合 計 ４８１人 （県障害福祉課）



２ 青森県の障害福祉の現状
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（１）障害者の数（手帳交付数）

④ 圏域別

青森

津軽

西北五

八戸

下北

上十三

（以上、県障害福祉課）※人口は平成２９年４月１日推計人口、手帳交付数は平成２９年３月３１日現在



種類 サービス名 サービスの概要 系列

介護給付 居宅介護（ホームヘルプ） 自宅で、入浴、排泄、食事の介護 訪問系

重度訪問介護 （重度の肢体不自由者）自宅等で、入浴、排泄、食事、移動支援等の介護 訪問系

行動援護 知的障害・精神障害により行動が困難で常に介護が必要な人への行動時の危険回避のための支援、外出時の支援 訪問系

同行援護 視覚障害により、移動が困難な人への外出時の同行、情報提供、その他の援助 訪問系

重度障害者等包括支援 介護の必要性が高い人に、居宅介護等複数の包括的なサービス 訪問系

短期入所（ショートステイ） 介護する人が病気などの場合、短期間（夜間を含む）の間、施設における入浴、排泄、食事の介護 日中活動系

療養介護 （医療を必要とする人で常に介護が必要な場合）昼間に医療機関における機能訓練、療養上の管理、看護、介護 日中活動系

生活介護 常に介護を必要とする人への昼間の入浴、排泄、食事の介護、そのほか創作的活動、生産活動の機会提供 日中活動系

施設入所支援 施設入所者への夜間・休日の入浴、排泄、食事の介護 居住系

訓練等給付 自立訓練 （機能訓練・生活訓練） 自立した生活ができるよう、一定期間の身体機能又は生産能力を向上させるための訓練 日中活動系

就労移行支援 一般企業への就労希望者に対し、一定期間の就労に係る知識・能力向上のための訓練 日中活動系

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 企業での就労が困難な人に、働く場や生産活動の機会を提供、知識・能力向上のための訓練
Ａ型＝雇用型 Ｂ型＝非雇用型

日中活動系

就労定着支援【平成３０年４月から】 就労に伴う生活面課題に対応できるよう、事業所・家族との連絡調整等の支援 日中活動系

自立生活援助【平成３０年４月から】 施設入所支援を利用していた者等に対して、定期的な巡回訪問や随時の対応により、円滑な地域生活に向けた相
談・助言

日中活動系

共同生活援助 （グループホーム） 夜間や休日に、共同生活住居で、相談や日常生活の援助、入浴、排泄、食事の介護 居住系

２ 青森県の障害福祉の現状

（２）障害福祉サービスの実施状況
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12

種類 サービス名 サービスの概要 系列

相談支援 計画相談支援 障害福祉サービス、地域相談支援利用者のサービス利用計画の作成及びモニタリング 相談支援

地域移行支援 施設に入所している人や精神科病院入院の人に住宅の確保など地域生活を移行するための相談 相談支援

地域定着支援 地域生活に移行した人、単身で生活している人に連絡体制を確保し必要に応じて相談 相談支援

児童福祉法
に基づく障害
福祉サービス

児童発達支援 未就学児に対し日常生活における基本的な指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練など

医療型児童発達支援 上肢、下肢、又は体幹の機能の障害のある児童に対する児童発達支援及び治療

放課後等デイサービス 就学時に対し放課後や休業日に生活能力の向上のために必要な訓練、創作活動など

居宅訪問型児童発達支援
【平成３０年４月から】

重度の障害等により外出が著しく困難な障害児に対して、居宅を訪問して発達支援

保育所等訪問支援 保育所などに通う障害児に対し施設訪問の集団生活の適応のための支援

医療型障害児入所支援 障害を持つ児童に対し疾病の治療や看護、医学的管理下での食事、排泄、入浴等の介護、その他の日常生活上の援助

福祉型障害児入所支援 障害を持つ児童に対し食事、排泄、入浴等の介護、その他の日常生活上の援助

障害児相談支援 障害児通所支援を利用する障害児の障害児支援利用計画の作成・モニタリング

（２）障害福祉サービスの実施状況

２ 青森県の障害福祉の現状



■障害者（手帳交付数）の増加の割合に比べて、
訪問系サービス・共同生活援助が伸びている
■施設入所支援はほとんど変わっていない

→施設入所者の地域生活への移行が進んでいない

２ 青森県の障害福祉の現状
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（２）障害福祉サービスの実施状況

① 訪問系サービス・居住系サービスの推移 障害者手帳所持者の増加率

年1.1%
（H22～28平均）

※各市町村からの実績を積み上げた数値（H29年度は推計値）です。（以下同じ）

（県障害福祉課）

共同生活援助
年4.1%の増加率

訪問系サービス
年4.7%の増加率

42,893 44,883 47,064

1,546 1,644
1,674

2,547 2,530 2,514

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

0

1,000

2,000

3,000

H27 H28 H29（見込み）

時間人
【訪問系サービス】【居住系サービス】

訪問系サービス 共同生活援助 施設入所支援



２ 青森県の障害福祉の現状
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（２）障害福祉サービスの実施状況

➁ 日中活動系サービス等の推移

■障害者（手帳交付数）の増加以上に、
就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）が伸びている
■就労移行支援は減少傾向

（県障害福祉課）

障害者手帳所持者の増加率

年1.1%
（H22～28平均）

83,817 84,256 85,521

6,538 6,084 5,477

19,464 22,267
24,380

60,226
64,315

65,855

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

H27 H28 H29（見込み）

人日
【日中活動系サービス等】

生活介護 就労移行支援

就労継続支援（Ａ型） 就労継続支援（Ｂ型）

生活介護

就労継続（Ｂ型）

就労継続（Ａ型）

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型）
年12.6%の増加率

就労継続支援（Ｂ型）
年4.7%の増加率

生活介護
年1.0%の増加率



２ 青森県の障害福祉の現状
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（２）障害福祉サービスの実施状況

③ 障害児通所支援の推移

■障害者（手帳交付数）の増加以上に、
児童発達支援及び放課後等デイサービス
は増加傾向

（県障害福祉課）

障害者手帳所持者の増加率

年1.1%
（H22～28平均）

放課後等デイサービス
年10.3%の増加率

児童発達支援
年2.0%の増加率

5,013 5,334 5,217

18,827
20,585

22,713

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H27 H28 H29（見込み）

【障害児通所支援】

児童発達支援 放課後等デイサービス

児童発達支援

放課後等デイサービス



２ 青森県の障害福祉の現状
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（３）就労に関する状況

① 特別支援学校高等部生徒の進路

■卒業者の１／３は就職（Ａ型含む）しており、増加傾向

■卒業者の２／３は福祉施設

知的

（県教育庁）

81

9148

8

平成２６年度

卒業者数246人

（人）

福祉施設

家庭・病院等

就職

進学

88

6

137

8

平成２７年度

（人）

卒業者数239人

進学

家庭・病院等

福祉施設

就職

116

13

154

9

平成２８年度

（人）

卒業者数292人

福祉施設

進学

就職

家庭・病院等



２ 青森県の障害福祉の現状
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（３）就労に関する状況

② 障害者の就職状況

■新規求職申込件数、就職件数は増加傾向

■新規求職申込者の約６割が就職

（青森労働局より）

1,548

3,209

853

1,815

3,423

1,024

1,946

3,401

1,187

0

1,000

2,000

3,000

4,000

新規求職申込件数 紹介件数 就職件数

件数 障害者の就職状況

２６年度

２７年度

２８年度



２ 青森県の障害福祉の現状
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（４）特別支援教育の状況

① 特別支援学校等の在籍者数

■特別支援学校の在籍者数は、減少傾向

■小・中学校の特別支援学級の在籍者数は

増加傾向

（県教育庁）

12 9 12 14 14

529 510 477 471 473

435 410 411 410 397

773 804 804 801 775

0

500

1000

1500

2000

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

特別支援学校在籍幼児・児童・生徒数の推移

幼稚部 小学部 中学部 高等部

人

1,095 1,124
1,200

1,297

1,443

535 548
617

685 672

0

500

1000

1500

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

小・中学校特別支援学級在籍児童・生徒数の推移

小学校 中学校

人



 県内の障害者の数（手帳交付数）

→増加傾向

特に、身体障害の内部障害、知的障害、精神障害で増加

 障害福祉サービスの量

→増加傾向のもの 訪問系サービス、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）、共同生活援助、

児童発達支援、放課後等デイサービス

→あまり変化していないもの 施設入所支援

→減少傾向のもの 就労移行支援

 障害者の就職件数

→増加傾向（新規申込者の約６割が就職、特別支援学校高等部卒業生の就職）

２ 青森県の障害福祉の現状
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（５）現状と課題

➀ 本県の現状



２ 青森県の障害福祉の現状
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②本県の課題

■障害福祉サービスの利用は、全国平均に比べ、訪問系
サービス、短期入所事業が利用者が少なく、施設入所支
援事業の利用者が多い
■障害児通所支援等の利用は、全国平均に比べ、児童
発達支援事業の利用者が少ない

（県障害福祉課）
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※国保連データ（Ｈ２９．３）等より

（５）現状と課題



２ 青森県の障害福祉の現状
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②本県の課題

■人口10万人当たりの施設入所者数は全国平均より
大幅に多い状況
■人口10万人当たりの精神科病院の１年以上の長期
入院患者は全国平均より多い状況
■人口10万人に当たりの福祉施設からの一般就労
への移行者数は、全国平均より少ない状況

（５）現状と課題
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１年以上の長期入院患者数
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H24
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（６３０調査）

（厚生労働省資料等より）



３ 第５期計画の成果目標と推進方策

22

Ⅰ 地域生活支援拠点等の整備

Ⅱ 福祉施設の入所者の地域生活への移行

Ⅲ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

Ⅳ 福祉施設から一般就労への移行等

Ⅴ 障害児支援の提供体制の整備等

・・次のページで具体的な成果目標を設定

◆上記５つは、いずれも国が定める「基本指針」に則したもの



相談支援専門員等の専門性の高い人材の養成研修

計画の体系図

成 果 目 標 主な推進方策

県民の障害者に対する理解促進

病院従事者等を対象とした地域移行に係る研修の実施

地域移行支援・地域定着支援・自立生活援助事業の活用促進

保健、医療、福祉関係者の連携による退院支援

精神障害者に対する適切な通院とデイケアの利用促進

特別支援学校卒業者に対する就労移行支援事業の利用促進

障害者の就労訓練等を行う専門機関の利用促進

拠点等整備に関する研修会等の開催による市町村支援

グループホームの整備推進による居住の場の確保

・地域生活への移行者数 238人【Ｈ29～32】
・施設入所者数 2,470人【Ｈ32】

・整備箇所数 各圏域に少なくも一つを整備（６市町村）【Ｈ32】

・保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置
全ての圏域、市町村に設置【Ｈ32】

・１年以上の長期入院患者数 1,652人【Ｈ32】
（65歳以上1,076人、65歳未満576人）

・早期退院率 入院後３か月時点 69％【Ｈ32】
入院後６か月時点 84％【Ｈ32】
入院後１年時点 90％【Ｈ32】

・福祉施設から一般就労への移行者数 188人【Ｈ32】
・就労移行支援事業利用者数 418人【Ｈ32】
・就労移行率３割以上の事業所 全体の5割【Ｈ32】
・就労定着支援事業の職場定着率 ８割【Ｈ32】

障害者雇用の理解促進による障害者の雇用促進

福祉施設の入所者の地域生活への移行

地域生活支援拠点等の整備

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

福祉施設から一般就労への移行

② 障害者支援施設及
び精神科病院から住
み慣れた地域への移
行の推進

① 障害者がその人ら
しく自立できるよう
ニーズに合った障害
福祉サービスの充実

③ 障害者が自立し安
心した生活を送るた
め福祉施設から一般
就労への移行の推進

障害者が、住み慣れた地域で、その人らしく自立して、安心した生活を送ることができる青森県をめざします

⑤ 障害者が安心した
生活を送るための相
談支援体制の充実と
専門性の高い人材の
確保

④ 障害のある子ども
が身近な地域で必要
な支援が受けられる
障害児支援の提供体
制の整備 ・児童発達支援センターの設置 40市町村【Ｈ32】

・保育所等訪問支援の利用体制構築 40市町村【Ｈ32】
・重症心身障害児支援の児童発達支援事業所等の確保 40市町村【Ｈ32】
・医療的ケア児のための関係機関の協議の場の設置

県及び全ての圏域、市町村に設置【Ｈ30】
※圏域への設置は、Ｈ30末まで２圏域、H32末まで６圏域

障害児支援の提供体制の整備等

地域生活を支援する訪問系サービスなどの充実

身近な地域で支援が受けられる障害児通所支援等の整備推進

児童発達支援センターを中核とした地域支援体制の充実

関係機関の連携による医療的ケア児に対する支援体制の推進

医療的ケア児に対する関係分野の支援を調整するコーディネーターの養成

基本理念

基本的目標

23



３ 第５期計画の成果目標と推進方策
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Ⅰ 地域生活支援拠点等の整備

《成果目標》

地域生活支援拠点等とは

障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支援のための機能を、地域の実情に応
じた創意工夫により整備し、障害者の生活を地域全体で支えるサービス提供体制を構築
《拠点の機能》
・相談 （地域生活への移行、親元からの自立に係る相談）
・体験の機会及び場 （一人暮らし、グループホームへの入居体験）
・緊急時の対応 （ショートステイの利便性・緊急時の受入体制の確保）
・専門性 （人材の確保・養成・連携等による専門性の確保）
・地域の体制づくり（コーディネーター配置等）

※グループホーム等に機能を付加する多機能拠点型のほか、
地域の複数の機関が分担して機能を担う面的整備型など、
各市町村が地域の実情に応じて整備

【国の基本指針】

平成32年度末までに各市町村又は各圏域に少なくとも１つを整備



 平成２９年度中または平成３０年度以降の整備に向け、法人の意向を確認しながら検討を行っている。（市）

 第５期計画策定に向けた法人アンケートで、整備に関心を示している法人がある。（市）

 すべての障害への対応や、相談等の長時間の対応など、実施に向けて課題がある。（複数の市）

 町村内に障害福祉サービス事業所がない、または少ないため、独自での設置は困難。市部を中心とした圏域での整備が現実的。（多数の町村）

 将来的には、近隣の市町村も含めた体制の整備も考えられるが、まずは市単独で設置し、その後近隣市町村と経費面も含め協議。（市）

３ 第５期計画の成果目標と推進方策
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Ⅰ 地域生活支援拠点等の整備

市町村の意見（ヒアリングより）

本県の現状

本県整備数（平成２９年４月時点）

整備済 ０市町村

Ｈ２９整備予定 ０市町村

Ｈ３０整備予定 １市

未定 ３９市町村

全国整備数（平成２９年４月時点）

整備済 ３７市町村 ９圏域

Ｈ２９年９月末までに整備予定 ５市町村 ２圏域

Ｈ２９年度末までに整備予定 ７５市町村 ３２圏域

Ｈ３０整備予定 ６４市町村 １１圏域

未定 １，０２５市町村 ８７圏域

○地域生活支援拠点等の整備状況（厚生労働省調査）

全国整備類型（平成２９年４月時点）

多機能拠点型 ２５市町村 ４圏域

面的整備型 ２８３市町村 ８５圏域

多機能型＋面的型 ４５市町村 ３圏域

未定 ８５３市町村 ４９圏域

■県内で地域生活支援拠点等の整備済の

市町村はない状況



 地域生活支援拠点等の整備に係る成果目標について、国の基本指針や県内の整備状況、市町村ヒアリングの内
容等を踏まえ、第４期計画の成果目標を維持する。

３ 第５期計画の成果目標と推進方策
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Ⅰ 地域生活支援拠点等の整備

平成32年度末までに各圏域に少なくとも１つを整備

《成果目標（案）》

《推進方策》

１ 管内市町村の好事例（優良事例）を紹介する研修会等を開催し、市町村の整備を支援
２ 各市町村の現状や課題等を把握し共有するなど、後方的かつ継続的な市町村支援
３ 拠点等整備に必要なグループホームや短期入所事業所などの整備支援
４ 地域生活支援事業等の活用による拠点等整備に必要なコーディネーター等の人材の確保

５ 医療的ケアが必要な者や行動障害を有する者、高齢化に伴い重度化した障害者に対して、専門的な対応を行う
人材の確保・養成



３ 第５期計画の成果目標と推進方策
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Ⅱ 福祉施設の入所者の地域生活への移行

【国の基本指針】

① 平成32年度までに平成28年度末時点の施設入所者数の９％以上を地域生活へ移行
② 平成32年度末の施設入所者数を平成28年度末時点から２％以上削減

※第４期計画未達成割合を第５期計画の目標値に加えた割合以上を目標値とする

《成果目標》

本県の現状①

第４期計画の実績等

成果目標
Ｈ２９
（目標）

Ｈ２７
Ｈ２８
（現状）

Ｈ２９
（見込）

達成状況

地域生活への移行者（人） ３５９ ２２ １２ １６
H26（16人）～H29で６６人が地域移行（見込）
目標はH25入所者（2,567人）の14％（達成2.6％、未達成11.4％）

施設入所者数（人）
２，４６４
（△103）

２，５４７ ２，５３０ ２，５１４
H25末から△５３人（見込）
目標はH25入所者（2,567人）の4％削減（達成2.1％、未達成1.9％）



３ 第５期計画の成果目標と推進方策

Ⅱ 福祉施設の入所者の地域生活への移行

本県の現状②

■施設入所者数は過去５年間で82人（年平

均16.4人、年0.6％）減少

■地域生活への移行者は、５年間で89人（年

平均17.8人、年0.7％）が移行

■施設入所者は重度化が進んでいるが、全

国に比べると軽度の割合が高い

2,567 2,559 2,547 2,530 2,514

2,000

2,100

2,200

2,300

2,400

2,500

2,600

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９（見込）

施設入所者数の推移（年度末）

施設入所者の支援区分の割合
○第４期計画策定時

○平成２８年度末

28（国保連データ等）
地域生活移行状況調査（青森県）



本県の現状③

■障害支援区分や年齢から、地域移行の
主な対象と考えられる人数は、14％から
８％程度に減少

29

３ 第５期計画の成果目標と推進方策

（県障害福祉課）

Ⅱ 福祉施設の入所者の地域生活への移行

【平成29年３月31日】
区分２以下 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

65歳以上 13 55 119 143 231
50～64歳 31 100 184 237 367
40～49歳 20 35 104 114 256
30～39歳 7 31 70 84 140
29歳以下 5 4 40 52 88

網掛け部分 8.4%（212人）

【平成26年４月１日】
区分２以下 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

65歳以上 34 102 81 112 196
50～64歳 87 190 219 210 292
40～49歳 42 78 120 123 182
30～39歳 30 51 68 96 122
29歳以下 33 20 48 46 66

網掛け部分 14.0%（370人）

障害者支援施設の入所者の状況 施設入所者の退所後の居住の場 地域移行した者の居住の場

○第４期計画策定時

○平成２８年度末

30%

12%

6%14%

10%
2%

25%

1%

H28年度中

家庭 グループホーム その他の地域生活

障害児入所施設 他障害者入所施設 老人入所施設

病院 地域移行ホーム

新たな入所者の入所前の居住の場

地域生活移行状況調査（青森県）

■地域生活へ移行した障害者の
居住の場は、それぞれ約４割
が家庭とグループホーム

■新たに施設に入所した障害者
の入所前の居住の場は、1/2が
家庭やグループホームなどの
地域生活から、1/4が病院から、
障害児入所施設からも14％

地域生活移行状況調査（青森県）



 福祉施設の入所者の地域生活への移行に係る成果目標について、国の基本指針や本県の施設入所者の状況（施設
入所者数の推移や、高齢化、重度化が進んでいること、地域生活の主な対象となる人数）、市町村ヒアリングの内容
等を踏まえ、下記のとおり設定する。

《成果目標（案）１》

３ 第５期計画の成果目標と推進方策

 施設入所者の高齢化、重度化により、第４期計画の目標達成は難しい状況。第５期計画も指針どおりと考えているが実際はかなり困難。（多数市町村）

 ＧＨに空きがない。また、ＧＨは新設されるが、設置される段階で既に利用者が決まっている。（市）

 施設入所者は重度の方が多く、地域生活が難しいため入所している状況。（市）

 重度の方の待機者がいるため、入所者数の削減は理解が得られない。（市）

 入所施設で空きができても、すぐ新たな入所者があり、入所者数は減らない。（市）

市町村の意見（ヒアリングより）

Ⅱ 福祉施設の入所者の地域生活への移行

① 平成32年度までに平成28年度末時点の施設入所者数の９％以上を地域生活へ移行

平成28年度末時点の施設入所者数 2,530人
2,530人 × 9% ＝ 228人 → 238人（市町村ヒアを踏まえ設定）
（H32年度末までに地域生活に移行する人数）

内訳：238人（95人（４割）はグループホーム、143人は在宅等を見込む）

他からの新規入所

地域（家庭やグループ
ホーム）へ移行
H29～H32で228人 30



※本県の施設入所者の状況等を踏まえ、①、②は第４期未達成分を含めず、国の基本指針の目標値で設定

３ 第５期計画の成果目標と推進方策

31

１ グループホームの整備促進（計画期間中に95人分）等による居住の場の確保
２ 地域移行支援・地域定着支援・自立生活援助事業の活用促進
３ 地域生活支援拠点等の整備促進
４ 県民の障害者に対する理解促進
５ 退所後の地域生活を支援する訪問系サービスや短期入所などの障害福祉サービスの充実

《推進方策》

Ⅱ 福祉施設の入所者の地域生活への移行

② 平成32年度末の施設入所者数を平成28年度末時点から２％以上削減

2,530人 × 98% ＝ 2,479人
→ 2,470人（市町村ヒアを踏まえ設定）

【60人の削減】
（H32年度末時点の施設入所者数）

2,530 2,479

2,000

2,500

3,000

H28年度末 H32年度末

人
施設入所者数

△2%

《成果目標（案）２》



３ 第５期計画の成果目標と推進方策

32

Ⅲ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

【国の基本指針】

① 平成32年度末までに全ての圏域ごとに保健、医療、福祉関係者による協議の場を設置
② 平成32年度末までに全ての市町村ごとに保健、医療、福祉関係者による協議の場を設置

（市町村単独での設置が困難な場合には、複数市町村による共同設置であっても差し支えない）
③ 平成32年度末の精神病床における１年以上の長期入院患者数（65歳以上、65歳未満）を設定

※国の示す数式により算定
④ 平成32年度における入院後３か月時点の退院率を69％以上、入院後６か月時点の退院率を84％
以上、入院後１年時点の退院率を90％以上

《成果目標》

本県の現状①

【保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置状況】

設置状況 備 考

県 ６圏域に設置（保健所ごと） 地域生活支援広域調整会議を開催

市町村 １３市町村で設置 自立支援協議会等の既存の会議体を活用

（県障害福祉課）



【１年以上の長期入院患者数の推移】

【参考】国の数式による１年以上の長期入院患者数の見込

３ 第５期計画の成果目標と推進方策

本県の現状②

Ⅲ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

■１年以上の長期入院患者数は過去５年間で

292人（年平均 58.4人、年2.5％）減少

■国の数式により算出すると、１年以上の長

期入院患者数は年2.8～3.7％の減少

■１年以上の長期入院の退院患者のうち、地

域生活へ移行した者の約2/3が家庭へ、約

1/3がグループホーム等へ

（６３０調査）

Ｈ２６実績 Ｈ３２見込 減 少 率

１年以上長期入院患者数 1,979人 1,537～1,652人 1,652人の場合年2.8％、1,537人の場合年3.7％

（うち６５歳未満） 825人 527～576人

（うち６５歳以上） 1,154人 1,010～1,076人

ＮＤＢ（レセプト情報・特定健診等情報データベース）により国の数式で算出 33

精神科病院の退院患者の移行先（青森県）

（６３０調査）



３ 第５期計画の成果目標と推進方策
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本県の現状③

【精神病床における退院率の推移】

Ⅲ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

■精神病床における退院率は、６３０調査では、３か月時点が60％

程度、１年時点が90％程度で推移

■ＮＤＢによる平成26年の退院率は、３か月時点が68％、６か月時

点が84％、１年時点が91％となっている

■退院率について、今後はＮＤＢにより評価

○ＮＤＢ（レセプト情報・特定健診等情報データベース）による退院率

Ｈ２６実績（青森県）

入院後３か月時点 ６８％

入院後６か月時点 ８４％

入院後１年時点 ９１％

（６３０調査）



３ 第５期計画の成果目標と推進方策

Ⅲ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

《成果目標（案）１》

 町村部には精神科病院がなく、協議の場の設置については、医療関係者の確保が難しいため、市を中心とした設置が望ましい。（多数の町村）

市町村の意見（ヒアリングより）

 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築係る成果目標について、国の基本指針や本県の精神科病院
の状況（長期入院患者数の推移や退院率）、市町村ヒアリングの内容等を踏まえ、下記のとおり設定する。

① 平成32年度末までに全ての圏域ごとに保健、医療、福祉関係者による協議の場を設置

② 平成32年度末までに全ての市町村ごとに保健、医療、福祉関係者による協議の場を設置
（市町村単独での設置が困難な場合には、複数市町村による共同設置可）

③ 平成32年度末の精神病床における１年以上の長期入院患者数を1,652人（65歳以上は1,076人、
65歳未満は576人） ※国の数式に基づき算出

※これに伴い、平成32年度までに精神病床から１年以上の長期入院患者の地域生活への
移行者数は336人（65歳以上191人、65歳未満145人）
→地域移行者336人（高齢者（介護サービスへ）191人、グループホームへ48人（１／３）、在宅へ97人）

35



《推進方策》
１ 病院従事者及び精神保健福祉担当者を対象とした地域移行に係る研修の実施
２ 保健・医療・福祉関係者の重層的な連携による各地域の実情に即した退院支援
３ 病院内の退院支援委員会等の有効活用

４ グループホームの整備促進（計画期間中に48人分）等による居住の場の確保
５ 地域生活支援拠点の整備
６ 地域移行支援・地域定着支援・自立生活援助事業の活用促進
７ 適切な通院とデイケアの利用促進
８ 県民の障害者に対する理解促進
９ 退院後の地域生活を支援する訪問系サービスや短期入所などの障害福祉サービスの充実

※①～④は、国の基本指針の目標値で設定

３ 第５期計画の成果目標と推進方策

36

《成果目標（案）２》

④ 平成32年度における入院後３か月時点の退院率を69％、入院後６か月時点の退院率を84％、
入院後１年時点の退院率を90％

Ⅲ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築



３ 第５期計画の成果目標と推進方策
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Ⅳ 福祉施設から一般就労への移行等

《成果目標》

【国の基本指針】

① 平成32年度中に福祉施設から一般就労への移行者数を平成28年度実績の1.5倍以上
② 平成32年度末の就労移行支援事業の利用者数を平成28年度末の２割以上増加
③ 就労移行支援事業所のうち就労移行率が３割以上の事業所を全体の５割以上
④ 就労定着支援事業による支援を開始した時点から１年後の職場定着率を８割以上

※①一般就労への移行者及び②就労移行支援事業の利用者数については、第４期計画未達成割合を第５期
計画の目標値に加えた割合以上を目標値とする

第４期計画の実績等

本県の現状①

成果目標
Ｈ２９
（目標）

Ｈ２７
Ｈ２８
（現状）

Ｈ２９
（見込）

達成状況

福祉施設から一般就労への移行者数（人） １７４ １０７ １２５ １３０ 目標はＨ24実績87人の２倍（達成１．５倍、未達成０．５倍）

就労移行支援事業利用者数（人） ６５４ ３６０ ３３８ ２８３ 目標はＨ25実績409人の６割増加（達成０割、未達成６割）

※福祉施設とは
・生活介護事業所
・自立訓練事業所
・就労移行支援事業所
・就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）事業所



３ 第５期計画の成果目標と推進方策
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Ⅳ 福祉施設から一般就労への移行等

本県の現状②

就労系サービスの利用者数の推移

障害者の職場定着率の状況

６か月後定着率 １年後定着率

平成２８年度 ８４．１％ ７７．９％

就労移行調査（青森県）

就労移行調査（青森県）

（県障害福祉課）

（県障害福祉課）

○福祉施設からの一般就労への移行者

６か月後定着率 １年後定着率

平成２８年度 ８９．２％ ８６．１％

平成２７年度 ９０．０％ ８２．８％

平成２６年度 ９０．２％ ８６．０％

○障害者就業・生活支援センターからの就職者

（青森労働局）

■福祉施設からの一般就労への移行者は増

加傾向（年10.9%の増加率）

■就労移行支援事業の利用者は減少傾向

■就労移行支援事業所の就労移行率30％

以上の事業所は増加傾向

■障害者の１年後の職場定着率は80％程度



３ 第５期計画の成果目標と推進方策
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 一般就労への移行者数及び就労移行支援事業の利用者数は、第４期計画の目標達成は難しい。第５期計画の目標についても現状から達成は

難しい（多数の市町村）

 就労移行支援事業は、利用期間が原則２年で、一般就労が困難で就労継続支援（Ｂ型）への転所者が多く、利用者の確保が難しい。利用者が減

少し、事業所も減っている。（市）

 就労移行支援事業は賃金がもらえないため、就労継続支援（Ａ型）を希望する障害者が多い。（市）

市町村の意見（ヒアリングより）

Ⅳ 福祉施設から一般就労への移行等

○ 福祉施設からの一般就労への移行等に係る成果目標について、国の基本指針、本県の一般就労への移行者数
や就労移行支援事業の利用者数の推移、市町村ヒアリングの内容等を踏まえ、下記のとおり設定する。

《成果目標（案）１》

① 平成32年度中に福祉施設から一般就労への
移行者数を平成28年度実績の1.5倍以上

平成28年度の移行者数 125人
125人 × 1.5 ＝ 188人（市町村ヒアを踏まえ設定）

125

188

0

100

200

H28年度 H32年度

人 福祉施設から一般就労への移行者数

１．５倍



３ 第５期計画の成果目標と推進方策

《推進方策》
１ 障害者雇用の理解促進による障害者の雇用促進
２ 農業分野での障害者就労の拡大・持続
３ 障害福祉サービス等報酬改定の周知等よる就労移行率の向上
４ 障害者の就労訓練等を行う専門機関の利用促進
５ 障害者就業・生活支援センターによる職業生活の自立支援
６ 特別支援学校高等部卒業予定者に対する就労移行支援事業の利用促進

Ⅳ 福祉施設から一般就労への移行等

※本県の一般就労への移行状況等を踏まえ、①、②は第４期未達成分を含めず、①～④は国の基本指針の目標
値で設定

《成果目標（案）２》

② 平成32年度末の就労移行支援事業の利用者数を平成28年度末の２割増加

③ 平成32年度の就労移行支援事業所ごとの就労移行率が３割以上の事業所を全体の５割
④ 平成32年度の就労定着支援事業による支援を開始した時点から１年後の職場定着率を８割

平成28年度末における利用者数 338人
338人 × 1.2 ＝ 406人 → 418人（市町村ヒアを踏まえ設定）
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３ 第５期計画の成果目標と推進方策
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Ⅴ 障害児支援の提供体制の整備等《成果目標》

【国の基本指針】
① 平成32年度末までに児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１カ所以上設置

（市町村単独での設置が困難な場合には、圏域での設置であっても差し支えない）
② 平成32年度末までに全ての市町村において各市町村又は各圏域に設置された児童発達支援セン
ターなどが実施する保育所等訪問支援が利用できる体制を構築

③ 平成32年度末までに主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービ
ス事業所を各市町村に少なくとも１カ所以上確保
（市町村単独での確保が困難な場合には、圏域での確保であっても差し支えない）

④ 平成30年度末までに各都道府県、各圏域及び各市町村において医療的ケア児支援のための保健、
医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るための協議の場を設置

（市町村単独での設置が困難な場合には、圏域での設置であっても差し支えない）

本県の現状①

児童発達支援センターの事業所指定状況（８事業所）

圏 域 事業所数 事業所の所在市町村

青森 ２ 青森市②

津軽 ３ 弘前市②、黒石市①

八戸 ３ 八戸市③

保育所等訪問支援の事業所指定状況（１１事業所）

圏 域 事業所数 事業所の所在市町村

青森 １ 青森市①

津軽 ３ 弘前市②、黒石市①

八戸 ５ 八戸市④、階上町①

西北五 １ 五所川原市①

上十三 １ 十和田市①

■児童発達支援センター及び

保育所等訪問支援の事業所

は、主に市部にあるが、全圏

域に配置されていない（県障害福祉課）



本県の現状②

３ 第５期計画の成果目標と推進方策
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Ⅴ 障害児支援の提供体制の整備等

主に重症心身障害児の発達支援を行っている事業所

圏 域 事業所数 事業所の所在市町村

青森 ２ 青森市②

八戸 １ 八戸市①

上十三 １ 三沢市①

○児童発達支援（４事業所）

圏 域 事業所数 事業所の所在市町村

青森 ２ 青森市②

津軽 １ 黒石市①

八戸 ２ 八戸市①、階上町①

上十三 １ 十和田市①

■主に重症心身障害児の発達支援

を行っている児童発達支援等の

事業所は、主に市部にあるが、全

圏域に配置されていない

■医療的ケア児支援のための協議

の場については、県、圏域、市町

村ともに設置されていない

○放課後等デイサービス（６事業所）

（県障害福祉課）※重症心身障害児に対して支援を行う場合の単価を加算している事業所

医療的ケア児支援のための協議の場の設置状況

設置状況 備 考

県 未設置 Ｈ28情報交換会を開催

圏域 未設置

市町村 未設置

（県障害福祉課）

医療的ケア児の状況（在宅）

居住市町村数 人数

20市町村 142人

（県障害福祉課）

※平成28年10月～12月までの実態調査



３ 第５期計画の成果目標と推進方策

 児童発達支援センターの設置を検討している法人がある。保育所等訪問支援や重症心身障害児への支援などについても働きかけていきたい。（下北

圏域、上十三圏域）

 障害児支援に実績にある事業所に対して、児童発達支援センターの設置などについて働きかけていきたい。（西北五圏域）

 町村部には事業所がない、または少ないこと、また、対象児童がいない、または少なく、今後も少子化が進むため、単独での事業所の確保は困難で

ある。近隣の市部にある事業所の利用が現実的である。（多数の町村）

 医療的ケア児などの受け入れに係る報酬改定が国で議論されており、報酬改定が実施されると事業者が増えることが考えられる。（市）

 医療的ケア児支援の協議の場について、町村部では小児科がなく、医療関係者の確保が難しいため、単独での設置は難しい。（多数の町村）

市町村の意見（ヒアリングより）

 障害児支援の提供体制の整備等係る成果目標について、国の基本指針や本県の障害児支援に係る事業所の配置
状況、市町村ヒアリングの内容等を踏まえ、下記のとおり設定する。

《成果目標（案）１》

① 平成32年度末までに児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１カ所以上設置
（市町村単独での設置が困難な場合には、圏域での設置可）

② 平成32年度末までに全ての市町村において、保育所等訪問支援事業を利用できる体制
を構築
（市町村単独での構築が困難な場合には、圏域での構築可）

Ⅴ 障害児支援の提供体制の整備等
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３ 第５期計画の成果目標と推進方策

※①～④は、国の基本指針の目標値で設定（なお、④の各圏域への協議の場は、平成30年度に試行的に２圏域に
設置し、平成32年度末までに全ての圏域への設置を目指す）

《成果目標（案）２》

③ 平成32年度末までに主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等
デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１カ所以上確保
（市町村単独での確保が困難な場合には、圏域での確保可）

④ 平成30年度末までに県、各圏域、各市町村において、医療的ケア児支援のための保健、医
療、障害福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るための協議の場を設置
（市町村単独での設置が困難な場合には、圏域での設置可）

Ⅴ 障害児支援の提供体制の整備等

《推進方策》

１ 身近な地域で支援を受けられる障害児通所支援事業所等の整備推進
２ 児童発達支援センターを地域の中核とした地域支援体制の充実
３ 重症心身障害児や医療的ケア児を支援する障害児通所支援事業所等の整備推進
４ 保健、医療、福祉等関係機関の連携による医療的ケア児支援のための体制づくりの推進
５ 医療的ケア児に対する関係分野の支援を調整するコーディネーターの養成
６ 医療的ケアを行うことができる専門的人材の養成・確保
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４ 計画を推進する上での活動指標
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（１）障害福祉サービスの充実➀

《活動指標》 各障害福祉サービスの見込量は、各市町村が現在利用数、過去の伸び率、障害者等
のニーズなどを地域の状況を勘案して見込んだ数値を集計

■地域での生活支援の充実を図るため、訪問系サービスや短期入所サービスの増加を見込む
■福祉施設から一般就労への移行等の成果目標として、就労移行支援のサービスの増加を見込む

■地域移行する者の居住の場の確保のため、共同生活援助（ＧＨ）は227人の増加を見込む
（入所施設から95人、精神科病院から48人、その他84人）

■障害者支援施設からの地域生活への移行を目標としており、施設入所支援（入所者数）は減少を見込む

人日 人

418人相当
（目標値）

↓

時間（訪問系）、人日（その他）

227人増加
↓
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４ 計画を推進する上での活動指標
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（１）障害福祉サービスの充実➁

《活動指標》

人日人日

■児童発達支援や放課後等デイサービス等の障害児通所支援は増加を見込む
■福祉型・医療型児童入所支援は平成29年度と同程度を見込む
■障害児に対するサービスは増加傾向にあることや、相談支援体制の充実等により障害児相談支
援は増加を見込む

人

障害児に対するサービスの見込量は、各市町村が現在利用数、過去の伸び率、障害者
等のニーズなどを地域の状況を勘案して見込んだ数値を集計



（４）発達障害者等に対する支援

事 項 Ｈ３２ 参 考

就労移行支援事業及び就労継続支援事業利用者の一般就労への移行（移行者数） 188人 125人（Ｈ28）

障害者に対する職業訓練の受講（受講者数） 84人 38人（Ｈ28）

福祉施設から公共職業安定所への誘導（誘導者数） 調査中 調査中（Ｈ28）

福祉施設から障害者就業・生活支援センターへの誘導（誘導者数） 調査中 調査中（Ｈ28）

公共職業安定所における福祉施設利用者の支援（就職者数） 調査中 調査中（Ｈ28）

４ 計画を推進する上での活動指標
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（２）福祉施設から一般就労への移行等

事 項 Ｈ３２ 参 考

発達障害者支援地域協議会の開催（開催回数） １回 １回（Ｈ28）

発達障害者支援センターによる相談支援（相談件数） 3,500件 2,800件（Ｈ28）

発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの関係機関への助言（助言件数） 90件 73件（Ｈ28）

発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの外部機関や地域住民への研修、啓発
（研修、啓発件数）

160件 115件（Ｈ28）

（３）医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置
事 項 Ｈ３２ 参 考

医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置（人数） 60人 0人（Ｈ28）



４ 計画を推進する上での活動指標
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（５）指定障害者支援施設等の必要定員総数
 指定障害者支援施設の必要入所定員総数については、地域移行を推進することとし、入所者数の削減
（△２％）をすることを目標としていることから、相当分を削減した数値を必要入所定員総数と見込む。

H29 H30 H31 H32

指定障害者支援施設の必要定員総数（人） 2,783 2,765 2,746 2,727

（６）就労継続支援（Ｂ型）事業所における目標工賃

※定員総数には他県委託施設の他県利用者定員を除く。

△2%

 指定障害児入所施設の必要入所定員総数については、障害児入所支援の利用者が近年横ばい傾向
にあるとともに、被虐待児を含む入所が必要なケースに適切に対応するため、平成29年度と同数の必
要入所定員総数と見込む。

H29 H30 H31 H32

指定障害児入所支援施設（医療型）の必要定員総数（人） 302 302 302 302

指定障害児入所支援施設（福祉型）の必要定員総数（人） 271 271 271 271

 県内の就労継続支援（Ｂ型）事業における平均工賃は着実に向上しており、事業所を対象とした調査結
果に基づき、次のとおり県内事業所の平均工賃の向上を目指す。

H28 H32

就労継続支援（Ｂ型）事業の工賃（円） 13,369 調査中



県が実施する地域生活支援事業等➀
事 業 名 H29 H30 H31 H32

1. 専門性の高い相談支援事業
発達障害者支援センター運営事業

実施箇所数 3 3 3 3

利用者数 1,800 1,800 1,800 1,800

高次脳機能障害及びその関連障害に
対する支援普及事業

拠点箇所数 1 1 1 1

相談件数 550 560 570 580

障害児等療育支援事業
実施箇所数 5 5 5 5

利用者数 1,490 1,490 1,490 1,490

2. 専門性の高い意思疎通支援
を行う者の養成研修事業

手話通訳者養成研修事業 修了件数 30 30 30 30

要約筆記者養成研修事業 修了件数 15 15 15 15

3. 専門性の高い意思疎通支援
を行う者の派遣事業

手話通訳者・要約筆記者派遣事業 利用件数 40 40 40 40

盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業 利用件数 18 20 20 20

4. 意思疎通支援を行う者の派
遣に係る市町村相互間の連
絡調整事業

意思疎通支援を行う者の派遣に係る
市町村相互間の連絡調整事業 実施件数 45 45 45 45

５ 地域生活支援事業等
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 県と市町村が役割分担しながら効果的・効率的に地域生活支援事業等実施
市町村 → 相談支援、意思疎通支援、移動支援など地域の特性や利用者に応じて実施
県 → 市町村の範囲を越える広域的な事業、より専門性の高い人材育成などの取組



事 業 名 H29 H30 H31 H32

5.    広域的な支援事業 都道府県相談支援体制整備事業 配置人数 3 3 3 3

地域生活支援広域調整会議等事業 開催回数 6 6 6 6

災害派遣精神医療チーム体制整備事業 開催回数 2 2 2 2

発達障害者支援地域協議会による体制整備事業 開催回数 1 1 1 1

6.    サービス・相談支

援者、指導者育成
事業

障害支援区分認定調査員等研修事業 実施回数 2 1 2 1

相談支援従事者研修事業 実施回数 3 3 3 3

サービス管理責任者研修事業 実施回数 1 1 1 1

居宅介護従事者等養成研修事業 実施回数 1 1 1 1

身体障害者・知的障害者相談員活動強化事業 実施回数 8 8 8 8

音声機能障害者発声訓練指導者養成事業
実施箇所数 1 1 1 1

受講者数 5 5 5 5

7.    日常生活支援
オストメイト社会適応訓練

実施箇所数 6 6 6 6

受講者数 400 400 400 400

音声機能障害者発声訓練
実施箇所数 3 3 3 3

利用者数 790 790 790 790 50

県が実施する地域生活支援事業等②

５ 地域生活支援事業等



事 業 名 H29 H30 H31 H32

8.    社会参加支援
手話通訳者設置

設置箇所数 2 2 2 2

設置者数 3 3 3 3

字幕入り映像ライブラリーの提供
貸出箇所数 1 1 1 1

利用者数 50 50 50 50

点字による即時情報ネットワーク
実施箇所数 1 1 1 1

利用者数 50 50 50 50

障害者ＩＴサポートセンターの運営
実施箇所数 1 1 1 1

利用者数 450 450 450 450

パソコンボランティアの養成 養成人数 1 1 1 1

障害者社会参加推進センターの運営 箇所数 1 1 1 1

身体障害者補助犬育成 利用者数 1 1 1 1

点訳等奉仕員養成 受講者数 31 31 31 31

スポーツ・レクリエーション教室開催 参加者数 704 700 700 700

芸術・文化講座開催等 利用者数 360 360 360 360

サービス提供者情報提供等 実施箇所数 1 1 1 1 51

県が実施する地域生活支援事業等③
５ 地域生活支援事業等



事 業 名 H29 H30 H31 H32

9.    地域生活支援
促進事業

発達障害支援体制整備事業 相談支援件数 600 600 600 600

障害者虐待防止・権利擁護研修事業
実施回数 3 3 3 3

受講者数 400 400 400 400

障害者就業・生活支援センター事業
実施箇所数 6 6 6 6

利用者数 1,936 2,100 1,680 1,680

医療的ケア児等コーディネーター養成研修等事業 修了者数 － 24 24 12

強度行動障害支援者養成研修 実施回数 2 2 2 2

手話講習会開催事業 実施回数 50 50 50 50

精神障害者家族学習交流会・回復者交流会 参加人数 830 830 830 830

52

県が実施する地域生活支援事業等④

５ 地域生活支援事業等

■各事業の実施に当たっては、障害者等のニーズを十分に踏まえたうえで、専門性を有する社会福祉法

人や団体に委託するなどして実施し、見込量の確保を図る


